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書き込み条例 による生活者 の 視点 の導入
岡田 慎 ～
序 説
条例を活用 して ､ 法律に生活者の視点を導入する こ とはでき ないだ ろうか｡
法律が ､ 生活者の視点に立 っ て作られて い ない場合が ある｡ 例えば沿岸 (海岸及び浅海) 域の 公物管
理法を見ると､ そ の管理 のための許認可基準は ､ 地域で生活 して いる住民の視点に立 っ て積極的にその
効用をは かるようには作られ て いない(例:海岸法 7条の海岸保全区域における占用許可 の許可基準は､
海岸の防護上支障がある場合は許可 して はならない と いう基準のみで ､ 生活者の視点にた っ た利用調整
などの 基準は存在 しない)0
一 方､ 生活者にとっ て身近な自治体が制定する条例は ､ 生活者の視点が入りやす い ｡ そこ で ､ 自治体
の事務に つ いて定める法律がある場合､ 条例を活用して ､ その法律に生活者の視点を導入する ことは で
きないだろうか ｡
そもそも条例は ｢法律に違反しない かぎり+ (地方自治法 1 4条1項)との制約がある｡ 従来の条例論
は ､ 別目的 ･ 上乗せ ･横出し条例という形で法律との抵触関係を検討してきて い るが ､ それらは ､ 要件 ･
効果とも法律とは独立 して並列的に定め る条例 (並行条例) を想定したもの であり､ 法律の仕組みに条
例が入り込む (法律と条例が接合する) という視点はない｡ その ため従来の条例論では ､ 生活者の視点
を法律に導入するこ とはできない｡
そこ で ､ 従来の条例論の限界を超え るために､ 最近の条例論を検討した上で ､ 法律と条例との接合と
いう視点に立 っ て ､ 生活者の視点を条例によ っ て導入することを可能とする書き込み条例という新しい
タイプの 条例を提示 し､ 考察する｡
従来 の条例論の問題 (並行条例)
条例は ､ 法令に抵触 してはならない (日本国憲法9 4条､ 地方自治法 1 4条1項)｡ では具体的にはど
の ような場合に法令に抵触するの やあろうか.
法令との抵触関係の従来の詩論は､ 徳島公安条例事件で最高裁が示 した判例1を基礎と して い るが ､ こ
の判例が対象として い る条例は ､ フ ル装備の条例すなわち新たに制度全般を創設 しその条例だけで完結
的に事務が行われる条例であり ､ 要件 ･ 効果とも法律とは独立 して並列的に定めるもの である (並行条
例2)｡ 法律の規制とは別に条例でも規制を行うものであり､ 法律と条例とが並行的に存在するものであ
る｡
法律との抵触関係につ い て従来検討の 対象とされてきた条例は､ 別目的条例であれ上乗せ ･ 横出 し条
例で あれ ､ こ のタイプの条例で ある3｡
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しか し､ 並行条例は ､ 法律上の制度と条例上の制度の競合 ･ 重複が生じることから､ 住民 ･ 申請者側
の立場に立 っ てみると制度としてわかりにくく ､ さらに 二重申請や二重規制とい っ たデメリ ッ トもある｡
また､ 分権 一 括法の施行前は ､ 機関委任事務に つ いて条例で定めをおく ことが できなか っ たために ､
自治体は ､ 機関委任事務と 朋 りに ､ 並行条例によ る独自の事務と して位置づける しか なか っ たo
しか し分権 一 括法の施行によ っ て機関委任事務が廃止され ､ 自治体が行う事務は全て地域における事
請 (地方自治法2条2項) となっ たo そ して地域における事務に つ い て は､ 条例を制定する ことが可能
となっ た ｡
その ような状況の 中､ あえて機関委任事務時代と同じように ､ 並行条例で事務を独自に作り出 し､ 法
律で定められた事務とは別 のもの と位置づ けなくては い けない ので あろうか｡
現在､ 自治体が求めて い る条例論は ､ 法律とは別段の規制を行う並行条例 ではなく ､ 法律と条例を -
体的に運用する4こと､ すなわち法律で規定された事務を､ 地域にあうように条例で手を加える (法律に
条例が接合す る) こ とでは なか ろうか｡
斎藤誠氏も ｢法令による許認可とリ ン クさせた形での 事前行政指導 ･ 要綱 一 に重きを置いた従来型の
自治体行政の ス タイルか らすると､ そう した要綱の条例化を図り､ しかも実効性の水準を維持するた め
には ､ 法令の要件を条例独自のものに置換 した上で ､ 効果を含めて法令上の仕組みを利用する手法が考
えられる+ 5と､ 自治体がその ような条例を求めてい ることを指摘して い る｡ 並行条例を検討の対象とし
てい た従来の条例論では ､ こ の欲求に答えられない ｡
最近 の条例論
ここまで述 べ たとおり､ 従来の条例論で見出されてい る並行条例では ､ 法律とは別に独自の 事務を作
り出すに過 ぎない｡
自治体の事務は ､ 自治事務であれ法定受託事務であれ ､ そ の事務処理につ いて 一 定の定めが ある｡ 国
の法律はそ の性質上､ 全国画 - 的な規定にならざるを得ず､ 地域の生活者の視点から見ると不都合な場
合があるo その ような場合に､ 法律に条例を接合して ､ 生活者の視点に立 っ た見方を条例で追加する こ
とはできない の だろうかo 法律とい う骨格に条例で肉付けをする ことはできない だろうか｡
｢自治体の 一 定の事務に つ いての定めをする法律があり ､ か つ ､ その 法律が上記の ような委任又は授権
を明示的に規定してい ない場合に ､ 当該事務に係 る案件処理規範を条例で 朋口しうるか+ 6という問題で
あるQ
まず､ 法律と条例との接合関係をわかりやすくするために､ 岩橋氏7は､ ｢条例と法律との関係が問題
とされる場合には ､ 極めて単純化すれば以下の 3 つ の 可能性が存在する+ と し､ 以下の ような条例の類
型を示 して い る｡
並行条例 (法律上の制度と条例上 の制度の競合 ･ 重複)
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この タイ プは ､ 法律は法律上の要件と効果を定め､ 条例はそれとは独立 して条例上の要件と効果を定
めて い る類型 で ある｡
すでに述 べたとお り､ 並行条例は､ 徳島市公安条例事件で認め られた別目的条例 ･ 上乗せ ･ 横出 し条
例であり ､ これ は法律の規範に接合するもので はない ｡
具体化条例 (法律上 の要件の 条例 に よる具体化)
この タイ プは ､ 法律によ っ て定められた要件の ､ より具体的な内容が条例によ っ て 定められて い る類
型であるo
岩橋氏は ､ 具体化条例に つ いて ､ 機関委任事務の廃止 により ､ ｢法律により当該自治体が処理する事務
権限は全て自治体の事務であるの だか ら､ その権限の具体化として位置づけられ る範囲内では広く条例
制定が認め られる で あろう+ と して い る｡
しか し､ 塩野氏 8は ､ ｢委任規定がない場合には ､ 直ちに自治体としては ､ 行政手続法による審査基準
を定めることになるが ､ これを条例の形式として定めることは ､ 法律の法規創造力から許されないと解
される+ として ､ 条例 でなく､ 事務を行う行政庁が定めた審査基準 (行政手続法5条) でなくてはなら
ない とす る｡
ただ ､ 磯崎氏9は､ ｢法律が定める事務が自治体の事務である以上､ 当該事務の内容に つ い ては法律に
抵触しない限り当該自治体がまず団体と して包括的な決定権を有するのであっ て ､ 議会か当該執行機関
という違い は団体内部の 問題 に過ぎない+ と し､ 具体化条例を認めて い る｡
書きか え条例 (法律上の 要件の条例に よる変更)
このタイプは ､ 法律によ っ て定められた法律上 の効果を発生させるための要件が ､ 条例によ っ て変更
されてい る類型で あるo
岩橋氏は､ 書きか え条例に つ い ては ､ ｢法律上の明文の規定な しには認められないとの暗黙の 了解があ
つ た と思われる+ と して い る｡
小早川氏1 0は ､ 法律が案件処理の基準を完全に法定 していない 部分につ いて ､ 条例で基準を追加する
こと自体の可能性を認め つ つ ､ それが行政機関の案件処理にお ける考慮事項の範囲を変化させ る場合は
許されないとする｡ なぜなら条例が基準を付加することは ､ ｢法律が予定 して い る方法 (中略) 本来尽く
されるべき個別事情考慮の義務を尽くさないで (中略) 案件処理が行われる ことを意味+ し､ ｢法律が予
定する自治体機関にとっ て の要考慮事項の範囲が条例で縮減される ことになる+ からで ある｡
また､ 磯崎氏 札 許認可の対象の変更につ いては否定するもの の ､ 許瓢可の基準の変更につ いては ､
条例が法規性を有することから､ ｢法律が定めた規範に条例に基づく規範を追加 ･ 接合することも､ 特に
法律で明確に禁止 して い ない限り認めて よいと解される+ としてい る｡ 地域にお ける事務で あれば､ 自
治体は条例で適宜そ の内容を強化 ･ 拡大 して地域の実情にあっ た内容 に書きかえることを認 めてよいと
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して い る｡
さらに北村氏1 1は ､ 上記の ような ｢具体化条例+ ｢書きかえ条例+ をまとめて ｢地域適合化条例1 2+
とし､ 地域適合化条例は認め られるとする｡ その 理由は ｢地域の樽性に応 じた対応を個別自治体ができ
るようなシ ス テム を法律の みによ っ て全国画 一 的に つくりうると考えるのは ､ 困難であるo したが っ て ､
そ の部分に つ い ては条例によ っ て自治体が修正することを国会は当然に予定 して い ると､ 考える べ きで
ある+ と して い る｡
以上の ように ､ 法律と条例との接合に つ いて ､ 新しい タイプの条例が考え出され ､ 現在検討が加え ら
れつ つ あるo なお ､ 各論者の意見につ い ては､ 以下で提示する書き込み条例や ､ 他事考慮の問題を検討
して いく 中で適宜議論 して いく こととする｡
書き込み条例の軽案
以上の最近の条例論の うち､ 書きかえ条例は ､ 法律の趣旨目的を阻害する (例えば ､ 基準の緩和や規
制対象か らはずすなど) 場合も有りうるため ､ 厳しい評価が下される可能性がある｡ 書きかえ条例より
は､ もう少 し制約を加 えた タイプ の条例を以下で提示 したいo
具体化条例と書きかえ条例 の中間的な存在である｢書き込み条例+ (法律上の要件の条例による角締軸
追加) とい う類型 を新たに提案する｡
書き込み条例1 3とは ､ 要件が抽象的で ある､ あるいは要件が善かれて いない場合､ 法律上の効果を発
生させるための要件を条例で書き込む (｢具体化+ ＋ ｢追加+) タイプの条例で ある｡ 条例で書き込める
内容は ､ 当該法律の趣旨目的を阻害しない ようなもの である｡
書き込み条例が書きか え条例と異なる点は ､ 法律上の要件が明確に書かれて いない場合などの裁量性
の高い要件の 場合に限られて い る点で ある｡
書き込み条例ならば､ 以下の ような理由から､ 分権 - 括法の施行後の新しい タイプの条例と して認め
られると考える｡
法律と条例 の接合
この書き込み条例は ､ 並行条例と異なり法律の仕組みに入り込むということから､ 法律と条例が接合
して い るとい える｡
こ の ような接合は ､ 法律と条例とは別 レベ ル の規範 (制度)であるからありえない とされる可能性が
あるo しか し､ 岩橋氏が述 べ てい るように ｢暗黙の了解があっ た+ 14とされてい るだけで ､ 深い理由づ
けがされてきたわけではない ｡
条例は ､ 政省令などの法律の委任なく して権利義務を作り出すこ とができない行政立法で はない｡ 条
例はそれ単体で法規範と して独立的に存在しうる立派な法規範で あり､ 権利義務を作りうる存在である
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(地方自治法 1 4条 2項が分権 一 括法に よ っ て新たに追加された こと を思い 出してほ しい)｡
上記の点を踏まえた 上で ､ 憲法と法律との 関係を考えて いた だきた い ｡
法律と条例とは確かに別 レ<JL, の規範 (法体系)であるが､ 憲法と法律も別 レ ベ ル の規範 (法体系)
である｡ 憲法の規定 (例 えば営業の自由) につ いて ､ 別 レ ベ ル の規範 である法律 でそ の具体的なあり方
を定める (例 えば営業の 自由に - 定の枠をは める) ことは可能で あるo
こ の ように ､ 別 レJ<Jレの規範での具体化や 一 定のあり方を定めること (接合) が認められてい るとす
ると､ 別 レ ベ/レの規範であるという理由では ､ 条例による法律の接合を単純に否定することはできない
15
⊂)
合理的な理由 (立法事実) という接着剤があれば憲法に法律が接合できるように ､ 地域の特性にあっ
た合理的な理由 (地域的立法事実) という接着剤で ､ 法律に条例は接合できるはずである｡
例えば､ 分権 一 括法の施行前の事例であるが ､ 団体委任事務であっ た墓地､ 埋葬等に関する法律1 0
条の許可に関 し､ 県条例で - 定の基準を追加 した事例での 最高裁の判断が参考となるo
この判例1 6は ､ 法律に許可要件の 定めの無い藤倉､ 地域の特性が強くあるために全国画 - 的な基準を
定めることが できず知事に広範な裁量をゆだねたもの につ いては ､ 委任規定が無くても条例でその要件
を定め るこ とを認めたもの である｡ 条例に よる法規範の 追加 (接合)を認 めた事例と評価できるo
具体化の場合
以上 の ように ､ 法律に条例が接合できるとすると､ どこ まで接合可能であろうカ㌔ 書き込み条例の 2
つ の接合の仕方で ある ､ ｢具体化+ と ｢追加+ のうち､ ｢具体化+ につ いてまず検討す る｡
元の法律の要件が抽象的であり ､ 条例でそ れを具体的に書き込む場合は ､ 書き込み条例は ､ すでに述
べ た具体化条例と同 じで ある｡
そして ､ 具体化条例は ､ 岩橋氏や磯崎氏と同 じような以下の 理由で許容され ると考える｡
分権 一 括法の施行前に存在してい た機関委任事務につ いては ､ 知事が直接機関として事務を委任され
てい る ことから､ 地方議会が条例 でそ の事務を縛るこ とは できなか っ た｡
しか し分権 一 括法に よ っ て ､ そ の ほとん どが地域にお ける事務となり､ その事務は知事に受託された
事務ではなく ､ 自治体が受託 した事務となっ たのである｡ あくまでも知事は､ その代表者と してその事
務を処理するに過ぎない ｡ であるから受託 した事務の事務処理につ いて ､ 知事が行政手続法に定める審
査基準として事務処理基準を定め るか､ 議会が定立 した条例で事務処理基準を定めるかは､ あくまでも
自治体内の問題に過ぎないといえる｡ よ っ て ､ 基準を具体化条例と して条例の形式で定めることは問題
ない と考える｡
なお ､ 具体化条例に 関す る塩野氏の意見につ いては ､ 以下の ような点から採用できない ｡
① 分権 - 括法によ っ て ､ 機関委任事務が地域にお ける事務となり､ その事務につ いて自主立法権
(あるい は読会の 関与) が認め られた｡
も し､ 塩野氏が述 べ るとおり ､ 条例という形式で地域にお ける事務に関与できない とすると､
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結局は機関委任事務と同じにな っ て しまい ､ 分権 一 括法の趣 旨に反するので はない か｡
② 塩野氏の議論は ､ ｢条例を行政立法と同本質と見て い るの ではないかとい う疑念を感 じざるを
得ない ｡ 審査基準を政省令や長の規則等の形式で定めれば､ 行政手続法5条が行政立法定立の委
任規定でない以上 ､ 法律の法規創造力に反するが ､ 議会立法である条例であれば､ どうで あろう
か+ 1 7との指摘がある｡
委任規定がない ことを理由に ､ 法規範性を持っ て いる条例を､ 政省令等の行政立法と同じよう
に扱っ て排除すべき ではない ｡ 1です でに述 べ たように ､ 委任規定がなくても､ 政省令と異なり
条例は法律に接合でき るので ある｡
③ 行政手続法5条 (審査基準) は ､ 行政の透明性向上の ために作られた 1 8もの である｡ 同条は､
行政庁が審査基準を定めることを規定して いるが ､ これは必ず しも､ より民主的で ある条例で基
準を定め るこ と を､ 排除する趣旨ではない ｡
追加の場合
次に､ 書き込み 条例 の もう 一 つ の接合の仕方で ある ｢追加+ につ いて ､ 以下で検討する｡
元の法律の要件には何も書かれていない事項につ いて ､ 新たに要件を条例で追加的に書き込む という
点では､ 具体化条例 より 一 歩進んで書きか え条例に近 いもので ある.
但 し､ 法律上の要件が明確に書かれて いないなど裁量性の高い要件の 賂合に限られるため ､ 法律の要
件を書きかえ るとまでは言えず､ あくまでも追加的に書き込むもの であるとい う点で ､ 書きか え条例と
は異なる｡
この追加は ､ 以下の ような理由か ら認められると考えるo
すでに述 べ たように ､ 墓地埋葬法に条例で - 定の基準を追加 した事例では ､ 最高裁は ､ 地域の特性が
強く､ 法律が知事に広範な裁量をゆだねた場合には ､ 条例に よる追加を認めて い る｡
さらに ､ 地域における事務とされ､ か つ 法律が定めて いる要件が窮束基準ではないもの につ いて は､
地方自治法1条の 2第2項 (自主性 ･ 自立性 - の十分な配慮) 及び2条1 1項･ 12項 (地方自給の本旨
に基づ いた法令の制定 ･ 解釈 ･ 運用) か ら､ そ の事務処理の判断は､ 地域に任せ られて い ると考えられ
る｡
従 っ て､ 法律だけでは地域に適した判断ができないとき､ 地域的立法事実があれば､ 地域の特性にあ
うように条例で 一 定の書き込みをする こ とは認められ るはずである｡
Ⅳ 他事考慮 の禁止 の再考
法律が定める要件が､行政庁に裁量を認めて いるようなもので あっ ても､ ｢法の目的とは異なる目的で
処分をすること(他事考慮)は許され ない+ 1 9｡ 法律が定めてい る規範に条例で規範を追加することは､
この違法な他事考慮 (第3節で小早川氏がいう考慮事項の範囲の変化2 0) とされは しないだろうか｡
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過去 の判例の 立場
例えば､ 労使紛争中の タクシ ー 会社の事業廃止申請に対する判断に関して ､ 労働法上の 問題まで判断
に入れるこ とは ｢各行政機関に対する権限分配の当然の効果である他の行政機関の権限不可侵の要請に
障る+ とされ､ 道路運送法の目的 ･ 要件に従 っ て判断す べ きと判示2 1されて い る｡ こ こでは ､ 厳密な権
限分配原則の もと ､ 他法律との 関連づけ ･ 他事考慮を否定して い る｡
また , トル コ 風呂営業停止国家貝剖賢事件2 2では ､ 個室付浴場の開業を阻止するために ､ 児童福祉法に
基づく児童福祉施設め設置認可 を知事が行っ た事例につ いて ､ その設置許可は ｢法的に適法に営業でき
る個室付浴場業を阻止するという不正な動機 ･ 目的を重視+ 2 3したもので あるの で､ 権限の濫用である
とされた2 4｡
さらに ､ 水道の給水拒否につ いて は正当な理由がなければできない (水道法1 5条) が､ 建築基準法
違反の建物に対 して給水拒否できるかが争われた事例では､ 下級審では ､ 『｢建築基準法等の行政目的と
水道法の行政目的とは全く別物で ､ 水道法 1 5条の給水拒否の ｢正当の理由+ も, も っ ぱら水道法自体
の有する公共目的に従っ て判断され る べ きであり､ (中略) 違反建築はこれにあたらない とみ るのが 一 般
的である｡+ ｢しか し､ これらの判決も例外の余地を認める｡ 仲略) 慎重な措置を十分に講じたうえであ
るならば､ 建築基準法違反の建築物に対する給水拒否も現行法上許され ると解する余地もないわけでは
ない+ と述 べ』2 5て い る状況である｡ ただ最高裁2 6は ､ 違反建築物に給水拒否できるかという法律問題
は判断 しなか っ た｡
上記の ように､ 従来の判例は ､ 他事考慮を完全には否定しないものの ､ 相当厳しい判断をしてい る｡
ただ学説は､ この ような他法律との他事考慮 ･ 関連づけを､ 限定的なが ら承認 して い るものが多い 2 7｡
上記の ような事件では ､ 他事考慮 ･ 関連づけが認められるか どうかは ､ 行政内部での ｢関連づけの是
非は実質的にみて ､ 異なる権限を関連づ けるだけの内在的 ･ 必然的な理由があるかどうかであり､ 簡単
にい っ て ､ 両者の 間にお ける実質的な関連性の有無 であろう+ 2 8とされて い る｡
最近の動向
(1) 新潟空港訴訟事件
しか し､ 最近は上記判例で見てきた議論とは別に ､ 複数の法律の権限を関連づけて判断する事例が出
てきて い る｡ その 中で特 に重要な事例が新潟空港訴訟事件2 9で ある0
こ の事件で最高裁は､ 原告適格の判断において ､ ｢当該行政法規及びそれと目的を共通する関連法規の
関係規定に よ っ て形成される法体系の 中において+ 判断すると判示 した｡ 処分の根拠たる当該法規だけ
でなく関連法規をも含めた法体系が､ 第三者の個人的利益を保護して い るかどうかで判断すべ きだとし
たの である｡
さらに免許の適否という本案の判断においても､ 定期航空運送事業の免許の審査札 関連法規である
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｢公共用飛行場周辺における航空機騒音に よる障害の防止等に関する法律+ 3条に基づき､ 飛行場周辺
の航空機騒音の障害防止 ･軽減の ために航空機の航行方法の指定をす る権限を有して い ることな どか ら､
その趣旨も踏まえて免許の判断をす べ きと判示 して い る｡
以上の ように最高裁は､ 原告適格の判断さらには本案 (免許) の判断にお いても､ 関連法規をも含め
て判断をす べ きと して い る｡
(2) 行政事件訴訟法改正
平成1 5年に行政事件訴訟法の改正が行われ､ 原告適格の有無の判断の際 ､ ｢当該法令の趣 旨及び目的
を考慮するに当た っ ては ､ 当該法令と目的を共通にす る関係法令があるときはその趣旨及び目的をも参
酌する+ (行政事件訴訟法9条2項) こ ととなっ た｡
こ の改正は ､ 原告適格の判断における他法律との関連づけを意味 して い るが ､ こ の改正はそれに限定
されて しまうの だろうか｡ 本案部分すなわち処分そのもの の判断につ いても､ 裁判所は考慮するように
なるのではなかろうか｡ この改正を導い たと思われる3 0新潟空港訴訟では ､ すでに述べ たとお り本案部
分につ い て も､ 関連法規を含めて判断を行っ て い るか らで ある｡
こ の改正によ っ て ､ 今後行政庁は ､ 処分を行う際に ､ 単純に当該法律が定めて いる基準のみを検討す
るだけでは許されず ､ 目的を共通する関係法律をも考慮 (他事考慮 ･ 関連づ け) して判断しなければな
らなくな っ たとい え る｡
(3) 国家賠償責任の 違法性判断
ヽ
根拠依令の趣旨目的とは直接関係の ない他事考慮によ っ て判断を行っ ても､ 場合によ っ ては ､ 国家賠
償法上 の違法性が ないとされた事例が ある｡
車両制限令上の道路管理者の認定の留保を巡っ た国家賠償事件で ､最高裁は ､ ｢車両制限令1 2条所定
の道路管理者の認定は ､ ( 中略) 車両の構造又は車両に積載する貨物が特殊であるためやむ を得ないもの
であるか どうかの認定に過ぎ+ ないが ､ ｢ 当た っ て､ 具体的事案に応 じ道路行政上比較衡量的判
断を含む合理的な行政裁量を行使する ことは全く許容されないものと解するのは相当ではない+ とし､
｢本件認定留保は ､ (中略)行政裁量の行鮭として許容される範囲内にとどまるという べ く､ 国家賠簾法
1条1項の 定める違法性はない もの+ と判示3 1して い る｡
これは､ ｢地域 ･ 住民の安全 ､ 秩序の維持などの公益の必要性と､ 法令上の行政庁の処分を行うべき責
務とを比較考慮して ､ 一 時処分を留保することの正当性を認めてい る+ 3 2のであるo つ まり､ 根拠法今
の趣旨目的とは直接関係 の ない事項を考慮 (他事考慮) す るこ とを認めて い るとい える｡
他事考慮 (関連づ け) の再考
上記の ように､ 従来は他事考慮につ いて厳 しい判断が多か っ た｡ しか し最近は､ 原告適格の判断さら
には処分の判断そのもの につ いても､ 単純に当該法律が定めて い る基準を検討するだけでは許されない ｡
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関係法律をも考慮 (他事考慮 ･ 関連づけ) して判断しなければならない のであり､ またその ような判断
が許されて い る｡ 結局 ､ 複数の権限を関連づけた総合的な判断が求められてきて い るの である｡
そして ､ こ の ような関連づけは､ 立法による措置 (例えば､ 公有水面埋立法の免許基準に対して瀬戸
内海特別措置法や環境影響評価法が追加的に関連づけを行っ て いる) によ っ て行われる ことが より望ま
しい ｡
なぜなら行政による窓意的な関連づけを行わせないため､ さらに立法という形式をとおす ことで予測
可能性が高まるという点か ら優れて い るからである｡ ｢行政かぎりで の関連づけと異なり ､ 立法裁量の範
囲はより広いと考えられて い るから､ 違憲､ 違法の不当な関連づけとみ られる余地がせまくなる+ 3 3の
である｡
となると､ 関連する法律の趣旨目的を阻害しない範囲内で､ 法律に条例 (条例も地方議会が定立する
｢立法+ で ある) を関連づ ける (接合する) ことは､ 立法による解決であるか ら､ 違法な関連づけとさ
れるどこ ろか ､ 望ま しい形とされる ので はなか ろうか o
以上の ように ､ 法律と条例との接合は違法な他事考慮とす べ きではない ｡ よ っ て この章で述べ た書き
込み条例に よ っ て法律の基準に条例で基準を書き込んでも (それらをあわせて許認可判断を行っ ても)､
違法な他事考慮とはされない と考え る｡
結 論
以上 の ように書き込み条例が認められるのなら､ 法律の許認可基準が自治体に裁量を認めてし
ヽ
は､ 生活者の 視点に立 っ た基準を条例で書き込む こ とができるo
そ して条例は ､ 住民の身近な団体で ある自治体が定めるため ､ 法律に比 べ て比較的住民の希望が入り
やすい ｡ そ こで ､ 例 えば､ 沿岸域に関係する法律の許認可基準に ､ 書き込み条例によ っ て基準を追加す
る場合､ その基準を住民参加が行われて い る会議で決めれば､ 生活してい る住民の視点に立 っ た基準を
法律に導入するこ とが可能になるo あるいは ､ 沿岸域を管理する総合計画を住民参加によ っ て作成し､
その計画との適合性判断を関係法律の許認可基準として条例で追加 してい けば､ 生活者の意見が反映 し
た形で法律の許認可が行われて いく ことになるの ではなか ろうか｡
さらに ､ 自治体が書き込み条例を制倉せず､ 生活者の視点に立 っ た法制度の運用を行わないときは､
住民が条例制定の請求 (地方自治痕7 4粂1項) を行うことで､ 生活者が主体となっ て積極的に生活者
の視点を法制度に入れ争こ とも可能 になるの ではない かo
以上の ように ､ 書き込み条例という新しい タイプの条例が認められれば､ 生活者の視点に立 っ た形で
法律に手を加える ことができ､ 生活者の視点に立 っ た法制度を､ 法の改正なく して作ることができるで
あろうと考える｡
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6
7
8
9
最大判昭和5 0 I 9 ･ 1 0刑集2 9巻8号 4 8 9貢､ 地方自治判例官選 (第3版) 5 8頁
岩橋健定 ｢条例制定権の限界+ 塩野古稀『行政法の発展と限界 (下巻)』(2 0 0 1) 3 6 0頁
同旨と して ､ 斎藤誠 ｢分権時代における自治体の課題と展望 (上) 一 条例論を中心に+ ジ ュ リ ス ト
1 2 1 4号 (20 0 1) 2 7頁
ちなみに似たもの として ､ 法律の委任を受けた委任条例と自主条例の 一 体的運用という形が ､ 最近
街づくりの分野で検討されて い る｡ 例 えば､ 小林重敬編著 『条例に よる総合的なまちづくり』(学芸
出版社 ､ 2 0 02) 2 3頁 ､ 同1 58貢など｡
斎藤誠 ｢分権時代にお ける自治体の課題と展望(上) 一 条例論を中心 に+ ジ ュ リ ス ト12 1 4号(2
0 0 1) 2 7頁
小早川光郎 ｢基準 ･ 法律 ･ 条例+ 塩野古稀 『行政法の発展と変革 (下巻)』(2 0 0 1) 3 86頁
岩橋健定 ｢条例制定権の 限界+ 塩野古稀『行政法の発展と限界 (下巻)』(2 00 1) 3 6 0頁
塩野宏 『行政法Ⅲ』(有斐閣､ 第2版､ 2 0 0 1) 1 4 8頁
磯崎初仁 ｢法律上の許認可基準と条例制定に関する - 試論+都市問題研究5 4巻1 1号 (2 0 0 2)
5 2京
1 0 小早川光郎 ｢基準 ･ 法律 ･ 条例+ 塩野古稀『行政法の発展と変革 (下巻)』(2 0 0 1) 3 8 8- 3
9 3頁
l l
1 2
北村喜宣 『分権改革と条例』(弘文堂､ 2 0 04) 1 39 - 1 40頁
地域適合化条例とは ､ ｢法律が規定する許可制の適用対象を拡大 したり ､ 許可基準を追加 したりと
い っ た実体的な規制をする条例であるo 法律と趣旨目的は同 - であることを､ 前提とする｡ 許可制の
枠組みそれ自体を変更するの ではなく ､ その中身を､ 地域粋性に応･じて調整するのである+ としてい
る｡
そ して ､ 地域適合化条例の類型として ､ ①規制対象の拡大 (ス ソ切り引下げ) ②規制対象の追加(横
出し) ③規制対象に関す る定義の詳細化 ④規制基準の 強化 (上乗せ) ･ 緩和 ⑤規制基準の具体化 ･
詳細化 ⑥規制基準の追加 (横出 し) を挙げて い る｡
1 3 人見剛 ｢条例の法律適合性に関する - 考察+都市間題研究5 4巻1 1号 (2 0 0 2) 3 8頁で ､ ｢具
体化条例+ ｢書き込 み条例+ ｢書き換え条例+ と記述 し､ ｢書き込み条例+ という単語を示して いる｡
しか し ｢書き込み条例+ とはどの ようなものかは提示 していないの で ､ 内容は不明である｡ 当然 ｢具
体化条例+ ｢書き換え条例+ との違い も不明で ある｡
1 t` 岩橋健定 ｢条例制定権の 限界+ 塩野古稀 『行政法の発展と限界 (下巻)』(2 0 0 1) 3 60頁
1 5 仮に ｢法令に違反 しない限り条例を制定できる+ という地方自治法1 4条1項の規定あるい は ｢法
1 6
1 7
1 8
1 9
2 0
2 1
2 2
2 3
2 4
2 5
2 6
律の範囲内で条例を制定することができる+ という憲法94条の規定をも っ て法律に条例が接合でき
ない理由とするの なら､ ｢憲法は ､ (中略) その条規に反する法律 (中略) は ､ その効力を有しない+
(憲法98 条1項) との規定から憲法に法律が接合できない ことになっ て しまう｡
最判平成 1 2 ･ 3 ･ 1 7判時 1 7 0 8号6 2京
同旨として ､ 人見剛 ｢条例の法律通食性に関する 一 考察+ 都市問題研究5 4巻1 1号 (2 00 .2)
38頁
原田尚彦 『行政法要論』(学陽書房､ 全訂第5版､ 2 0 04) 1 4 9頁
原田尚彦 『行政法要論』(学陽書房､ 全訂第5版､ 2 004) 1 4 5頁
小早川光郎 ｢基準 . 法律 ･ 条例+ 塩野古稀 『行政法の発展と変革 (下巻)』(2 0 0 1) 3 91東
大阪高判昭和 5 5 ･ 3 ･ 1 3判時9 7 1号4 2頁
最判昭和 5 3 ･ 5 ･ 2 6民集3 2巻 3号6 8 9真
田村和之 ｢判批+ 行政法判例百選Ⅰ (第4版､ 1 9 9) 5 7頁
なお田本押口之 ｢判批+ 行政法判例百選Ⅰ (第4版､ 1 999) 5 7頁では ､ こ の論点とは別に ､ 児
童福祉法の児童福祉の 目的を広めに解釈し､ 風営法上の効果を考慮 (他事考慮) することが ､ 児童福
祉法の目的に関連が あり正当であると判断してもよいの ではない か､ との指摘を行 っ ており､ 傾聴に
催する意見で ある｡
沢井裕 ｢判批+ 判例 タイム ズ 5 05号 (1 9 8 3) 1 1 4頁
最判昭和 5 6 ･ 7 ･ 1 6民集3 5巻 5号 9 30頁
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2 7 『｢正当の理由+ を厳格に解して ､ 水道法の目的以外に用い ることに反対する見解も有力であるが､
何らかの形 で例外を認めようとするものがむ しろ多い』(沢井裕 ｢判批+ 判例タイム ズ50 5号 (1
9 8 3) 1 1 4頁)0
2 8 遠藤博也 『実体行政法』(有斐閣､ 1 98 9) 1 9 0頁
29 最判平成元 ･ 2 ･ 1 7民集4 3巻2号5 6頁 ､ 行政判例百選 Ⅲ (第4版) 4 1 4頁
3 0
3 1
3 2
3 3
橋本博之 『解説 改正行政事件訴訟法』(弘文堂､ 2 0 0 4) 4 6頁
最判昭和 5 7 ･ 4 ･ 2 3民集3 6巻 4号2 7頁
千葉勇夫 ｢判批+ 行政法判例百選 Ⅰ (第4版､ 1
遠藤博也 『実体行政法』(有斐閣､ 1 9 8 9) 1
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9 9 9) 1 3 5頁
90頁
